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はじめに
　商業教育とは、学校において行われる産
業教育あるいは職業教育の一部門として、
将来商業に従事しようとする者に対して商
業に関する知識・技能および態度を習得さ
せ、同時に商業活動を主体的、合理的に行
い、経済社会の発展に寄与する能力と態度
を育てることを目的とする教育をいう。
　本稿では、高等学校教育における商業教
育を研究対象として考察する。商業教育を
考察するにあたって、まず、商業教育が明
治期以降どのような変遷を経て現在の商業
高等学校に至ったのか、いわば商業教育の
歴史を概観する。次に、現代において必要
な商業教育とは何かについて、学校教育の
基盤である学習指導要領、とくに次期学習
指導要領を手掛かりに考察する。そして、
商業教育の現状について述べるとともに、
商業教育のさらなる発展を目指して様々な
取り組みを行っている商業高等学校の現状
について報告する。
1.　わが国の商業教育のあゆみ
（1）戦前における商業教育の歩み
　わが国の戦前の商業教育の歩みを概観し
ておきたい。（1）
　わが国の近代教育は、1872 年（明治 5）
８月公布の「学制」によって始まる。しかし、
欧米において形作られた近代教育が、歴史
的・文化的伝統と風土を異にするわが国に
定着するまでには、当然のことながら模索
と試行の苦難の歴史があった。1873 年（明
治 6）4 月、文部省布達に規定の追加がな
されて、専門学校としての商業学校の設立
が認められた。しかし、この ｢学制｣ に基
づく商業学校は、中等・専門を問わず 1 校
も設立されなかった。それは、①日本経済
が、近代的商業教育を必要とするほどには
発展していなかったこと、②一般社会にお
いて、教育の必要性が十分に認識されてい
なかったこと、③とりわけ商業については、
とくに学校に行って学ぶ必要はない、経験
に学べ、経験から体得すべきである、といっ
た旧来の、いわばろう習的考え方があった
こと、等々によるものと考えられる。それ
ゆえ、最初の試みである「学制」は、実施
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経験に基づいて早晩に改正されることに
なった。
　1879 年（明治 12）、大政官布告として
「教育令」が公布され、さらに、その翌年
の 12 月「教育令」が改正された。そして、
この第 2 次教育令の第 8 条において「商業
学校ハ商売ノ学業ヲ授クル所トス」と定め
られたのであった。
　これ以降、商業教育機関が次々と開設さ
れていくことになるが、その展開を略述し
ておく。
＊ 1875 年（明治 8）8 月、森有礼（後の文
部大臣）の発案により、東京に商法講習
所（商法とは商業を意味している）が誕
生する。本講習所は、外国貿易従業者の
養成を目指していた。後に一橋大学とな
る。
＊ 1878 年（明治 11）１月、神戸商業講習
所（現在の兵庫県立神戸商業高等学校）
が設立される。本講習所には 14 歳以上
の 19 名が入学し、複式簿記や物産知識
を学んだ。また日本の商業学校として初
めて中国語教育を開始した。
＊ 1878 年（明治 11）3 月、東京神田には
岩崎弥太郎が三菱商業学校を創設する。
修業年限は、予備科 3 年・本科 2 年・専
門科 1 年で、本科では「ブライアント・
ストラットン商業算術」、「記簿法初歩」、
「高等記簿法」などが教授された。
＊ 1880 年（明治 13）10 月、岡山県が岡山
商法講習所を設立する。初代所長の箕
浦勝人は神戸商業講習所長を兼務してい
た。
＊ 1880 年（明治 13）11 月、五代友厚など
十数名の発案と拠金により大阪商業講習
所が創立される（現在の大阪市立大学・
大阪市立大阪ビジネスフロンティア高等
学校の源流）。本講習所では、「簿記・経
済・算術」、「習字作文」、「実地演習」な
どが講じられた。
＊ 1881 年（明治 14）、横浜貿易商組合の
有力者が発起人となり横浜商法学校創立
の計画を立て、翌年、福沢諭吉の推薦に
よる三沢進が校長となって授業を開始。
（現在、横浜市立横浜商業高等学校［Y 高］
として継承されている。）学科目は商業・
英語・漢書で、東京の商法講習所、神戸
商業講習所、大阪商業講習所と売買取引
の実習を行った。
＊ 1883 年（明治 16）、尾崎行雄が商業教
育の必要を力説し、それに地元の有力者
が共鳴し、新潟商法学校（現在の新潟県
立新潟商業学校）が設立される。校長ほ
か教師1名、生徒16名、修業年限1年6ヶ
月であった。
＊ 1884（明治 17）、藩政時代の長府藩役所
の建物を校舎として、赤間関商業講習所
（現在の下関市立下関商業高等学校）が
設立される。教授科目は神戸商業講習所
を範として設定された。
　このように「商売ノ学業ヲ授クル所」と
して、民間人の創意と工夫、さらに熱意
と資金によって、商業に関する教育機関が
次々と企画、設立、運営されてきたのであっ
た。
　ところで、1890 年頃から産業資本主義
が成長していくが、この過程で重要な役割
を果たしたのが紡織という軽工業であっ
た。これに伴って、外国からの原料買い付
け、製品輸出という商業貿易操作で貿易会
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社や商船会社が発展し、商業教育への要請
が増大した。
　このような背景のなかで、1899 年（明
治 32）2 月「実業学校令」が公布され、そ
れに基づき「商業学校規程」が制定され、
さらに、1914 年（大正 3）と 1921 年（大
正 10）には、その改正が行われた。そして、
改正の結果、夜間の商業学校の創設と女子
の商業学校の設立が認められることになっ
た。
　なお、1940 年（昭和 15）12 月には、商
業学校から上級学校へ進学する者の数を、
およそ 1 割に制限するとの文部省通達が
出され、この影響で商業学校への入学者が
減少した。また、1943 年（昭和 18）には、
商業学校規程は実業学校規程に統一され、
教科は実業教科とよばれて、商業経済・簿
記会計・工業および資材・経済法規・外国
語および実習の 6 科目となった。（女子商
業学校では工業および資材と商業法規を除
いて 4 科目）
　以上のことから、戦前より先人たちの鋭
意努力によって商業教育が展開されてきた
こと、また、その努力が産業基盤の充実と
発展をもたらし、わが国の近代化を支えて
きたことを確認することができた。次に、
戦後の商業教育の歩みを概観しよう。
（2）戦後の商業教育の歩み　
　終戦後の経済力の復興はめざましいもの
があったが、1946 年（昭和 21）には、商
業学校の数は、終戦後 1 年にしておおむね
戦前の最盛期の数まで復活した。そして、
翌 1947 年（昭和 22）の 3 月になり、「教
育基本法」「学校教育法」が公布・施行さ
れた。この教育基本法は、それまでの日本
における教育の指導理念であった教育勅語
に代わって、戦後民主主義教育の基本的指
標として存在することになったのである。
そして、1948 年（昭和 23）には、普通教
育を主とする学科と専門教育を主とする学
科とに分ける高等学校設置基準が施行さ
れ、同年 4 月から、新制の商業高等学校が
発足した。この当時は、「教科」と「科目」
が区別されず、すべて「教科」と称し、「教
科課程」とよばれていた。
　そして、1950 年（昭和 25）には、高等
学校学習指導要領商業科編（試案）が発表
された。商業科についての学習指導要領と
しては、これが戦後最初のものとなる。こ
の指導要領においては、「教科課程」は特
別教育活動を含んで「教育課程」とよばれ
るようになったが、この新しい教育課程に
関する学習指導要領は、1949 年（昭和 24）
から編集が始まっていたものであった。
　この指導要領のなかで、商業教育一般目
標（「商業教育の正しい在り方」）として次
の 5 つが示されている。
①　商業が経済生活において、どのような
機能を果たしているかについて理解す
る。
②　職業に関する基礎的な知識・技能を理
解して、経済生活を合理的に営むために
役立てる。
③　商業を自己の職業にする者にとって必
要な知識・技能を身につけ、商業を合理
的能率的に運営する能力を養う。
④　正しい好ましい経営の態度・習慣を養
い、国民の経済生活の向上に貢献するよ
うに努める心構えを養う。　
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⑤　商業経済社会の新しい状態に適応した
り、さらに、いっそう発展した研究をし
たりするために必要な基礎を養い、将来
の進展に役立つ能力を身につける。
　科目としては、文書実務、珠算および商
業計算、タイプライティング、速記、統計
調査、貿易実務、商業実践、商業経済、金
融、経営、商品、簿記会計、法規などであ
り、すべて選択科目であった。
　この基調理念を基盤として、高等学校に
おける商業教育は展開していったが、1956
年（昭和 31）の学習指導要領の改訂の際
には、商業科目は 14 科目から 20 科目に増
加され、また 1960 年（昭和 35）の改訂の
際には、商業に関する教科・科目の最低履
修単位数が 30 単位から 35 単位に引き上げ
られ、専門性の強化が図られた。
　さらに、1970 年（昭和 45）の改訂では、
高等学校への進学率の上昇と多様な人材育
成を求める社会からの期待に応えるかたち
で、商業に関する学科を、商業科のみから、
新たに経理科・事務科・情報処理科・秘書科・
営業科・貿易科を加えて 7 学科とし、同時
に、教科・科目もそれまでの 20 科目から
36 科目へと大幅に増加されたのである。
　このような一連の展開は、1960 年代か
ら 70 年代における「高度経済成長を支え
る人材育成」という社会の要請に応えたる
ためのものであったとみることができよ
う。しかし、「教育の現代化」「教育の科
学科」をキーワードとした 1970 年（昭和
45）度改訂の教育課程は、教育内容の量的
拡大＝「詰め込み教育」をもたらしたとし
て批判され、1978 年（昭和 53）以降の「ゆ
とりある教育課程」への転換を余儀なくさ
れたのであった。しかし、また、その「ゆ
とりある教育課程」に関しても、「学力低
下」論争が起こるなかで、文部科学省の政
策がさらに変更を迫られ、「ゆとり」と同
時に「学力」も両立させる方向へと変化し
ていった。すなわち、現行の学習指導要領
においては、「知識や技術とともに、思考力・
判断力・表現力の育成」を重視することが
提示されているのである。
　以上、今日に至るまでの高等学校におけ
る商業教育の歩みを辿ってきたが、わが国
の高等学校商業教育は、明治期以降一貫し
て時代的・社会的要請に応えるかたちで、
新しい時代を切り開いてきたといえよう。
そして、今日、時代は大きな転換点を迎え
ようとしている。情報通信技術の進歩に加
え、経済の国際化やサービス経済化（2）の
進展、知識基盤社会（3）の到来は、これか
らのあり方に新たな質的転換を求めている
といえよう。
　そこで、次章では、今後商業高等学校が
さらに発展するためにはどのような課題の
克服が必要であるのか、学校教育の基盤で
ある学習指導要領の検討を通して明らかに
してみたい。文部科学省は、2017 年（平
成 29）3 月に、新しい学習指導要領を公示
した。そこで、商業教育の今後の在り方を
考えていく手掛かりとして、その新しい学
習指導要領の内容について検討する。
2.　学習指導要領改訂の理念
　学習指導要領は、学校教育法に基づき国
が定める教育課程の基準であるが、2014
年（平成 26）11 月、中央教育審議会によっ
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て改訂が諮問され、その結果、これまで現
場にまかせてきた指導過程・指導方法まで
細かく記述された改訂案が策定された。（こ
の次期指導要領は、高等学校については
2020 年度から順次移行する。）
　文部科学省が発表した次期学習指導要
領改訂の基本方針の概略は以下のようで
ある（4）。
＊　教育基本法や学校教育法が目指す普遍的な教育の根幹を踏まえ、グローバル化の進
展や人工知能（ＡＩ）の飛躍的な進化など、社会の加速度的な変化を受け止め、将来
の予測が難しい社会の中でも、伝統や文化に立脚した広い視野を持ち、志高く未来を
創り出していくために必要な資質・能力を子供たち一人一人に確実に育む学校教育を
実現していく。また“よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創る”という目標を
学校と社会が共有し、連携・協働しながら、新しい時代に求められる資質・能力を子
供たちに育む「社会に開かれた教育課程」を実現していく。
＊　ＡＩも学習し進化する時代において、人間が学ぶことの本質的な意義や強みを問い
直し、これまで改訂の中心であった「何を学ぶか」という指導内容の見直しに加えて、
「どのように学ぶか」「何ができるようになるか」の視点から学習指導要領を改善する。
学習指導要領が、学校教育を通じて子供たちが身に付けるべき資質・能力や学ぶべ
き内容、学び方の見通しを示す「学びの地図」として、教職員のみならず、子供自身
が学びの意義を自覚する手掛かりとしたり、家庭・地域、民間企業等において幅広く
活用したりできるようにすることを目指す。
＊　社会において自立的に生きるために必要な「生きる力」を育むという理念のさらな
る具体化を図るため、学校教育を通じてどのような資質・能力が身に付くのかを、以
下の三つの柱に沿って明確化した。
　①生きて働く「知識・技能」の習得
　②未知の状況にも対応できる「思考力・判断力・表現力等」の育成
　③学びを人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力・人間性」の涵養
＊　「アクティブ・ラーニング」の視点は、学校における質の高い学びを実現し、子供
たちが学習内容を深く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたってアクティブに
学び続けるようにするためのものである。「学び」の本質として重要となる「主体的
･ 対話的で深い学び」の実現を目指す授業改善の視点が、「アクティブ・ラーニング」
の視点である。
　上記に示される「社会に開かれた教育課
程」を実施していくにあたり、考慮され
なければならない諸点について考えてみよ
う。
　2011 年度から始まった現行の学習指導
要領は、ゆとり教育路線のもとで減少した
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学習内容と学習時間を回復し「確かな学力」
の育成を目指した。そして、その目標はお
おむね達成されたといえるが、これまでの
教育の問題点としてよくあげられるのは、
授業に対する姿勢が受け身になりがちとい
うことであった。そこで、次期学習指導要
領では、受け身の授業から「主体的・対話
的で深い学び」（アクティブ・ラーニング・
ＡＬ）を実現すべく、学びの質的転換に向
けた準備が必要だとしている。文部科学省
の用語集（5）によれば、ＡＬとは「一方向
的な講義形式の教育とは異なり、学修者の
能動的な学修への参加を取り入れた教授・
学習法の総称」となっており、具体的には
問題解決学習、体験学習、教室内でのグルー
プ・ディスカッション、ディベート等を指
している。文部科学省はＡＬへの質的転換
が各学校段階で必要であると繰り返し発信
し、現場ではそれに対応すべく勉強会が盛
んに開かれ、実践例を研究していたが、次
期学習指導要領では教育改革の目玉の一つ
とみられていた「アクティブ・ラーニング」
（ＡＬ）という用語は盛り込まれなかった。
ＡＬに代えて「主体的・対話的で深い学び」
という表現が使われているが、文部科学省
によると、ＡＬという用語の使用を見送っ
た理由について「多義的で曖昧な外来語を
法令で使用するのを避けた。」と説明して
いる。これからはＡＩ（人工知能）が発達
し、外国人など多様な人々と協働する社会
となり、知識に加えて学びへの主体性や判
断力、表現力を伸ばすという文部科学省の
狙いがある。従来の学習指導要領の「何を
学ぶか」から「何ができるようになるか」「ど
のように学ぶか」と画期的な内容にはなっ
ているが、教員の裁量を狭める心配もある
といえよう。
　ベネッセ教育総合研究所が 2017 年 3 月
末に発表した「第 6 回学習指導基本調査」
（小中高校教員と校長を対象とした全国規
模の無作為抽出調査）（6）は、学習指導の
実態について、時系列的な変化（1998 年
から 2016 年）を追跡したものである。ベ
ネッセでは、この調査をもとに新しい学習
指導要領の狙いが実現可能なのか考察して
いる。それによると、ＡＬの推進について
教員に賛否を尋ねてみると、小・中学校で
はほぼ 9 割の教員が、高校でも 4 人に 3 人
が賛成であった。学びの質的転換の方向
性についてはほぼ受容されているといえよ
う。教員が「多くするよう特に心がけてい
る」授業方法の上位 3 つは、小学校では、
①児童生徒同士の話し合いを取り入れた授
業、②グループ活動を取り入れた授業、③
教材の工夫となっている。中学校では、①
グループ活動、②話し合い、③教材の工夫
である。小・中学校では、グループ活動に
代表されるＡＬ型の学びがすでに相当程度
意識されている。高校においては、教師主
導の講義形式の授業は減少し、グループ活
動、表現活動、教材を工夫した授業は増加
傾向にあるが、小・中学校と比較するとＡ
Ｌ型の授業ははるかに少ない。探求・課題
解決型学習をすべての生徒を対象に実施し
ている普通科高校も 40％にすぎない。高
校では、学びの質を転換する試みは確かに
始まっているが、道のりは遠いと思われる。
ＡＬの本質を理解し一時の流行で終わらせ
ない実践が必要である。また、「主体的・
対話的で深い学び」の実現には教育現場の
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創意工夫がおおいに求められ、その底力が
試されることになる。
　この課題を実現する上での最大の課題
は、教員の多忙化の加速である。しかし、「学
習指導要領の改訂のポイント」（7）では主体
的・対話的な学びにおいては「これまでと
全く異なる指導方法を導入しなければなら
ない、と浮足立つ必要はない」「これまで
の教育実践の蓄積に基づく授業改善の活性
化を目指すべきだ」と解説しているが、試
されているのは国と自治体の条件整備と学
校支援の力量でもある。学校業務効率化の
推進、教員定数増や教員養成改革、研修機
会の拡充等多岐にわたる施策の実行が不可
欠である。
　経済協力開発機構（OECD）が 2013 年
に実施した調査（8）によると、日本の教員
の勤務は週に 53.9 時間で、調査参加国平
均の 38.3 時間を大幅に上回っている。内
訳をみると、授業は 17.7 時間で、平均の
19.3 時間よりも短い。一方、部活動など課
外活動の指導が 7.7 時間（平均 2.1 時間）、
事務作業が 5.5 時間（平均 2.9 時間）など、
授業時間に費やす時間が長いのが特徴であ
る。こうした実態に対して文部科学省も対
策を検討している。
　教員の長時間労働に歯止めをかけよう
と、教員の働き方改革を議論する中央教育
審議会の特別部会（2017 年 8 月）（9）にお
いて、部活動は「地域単位の取り組みに移
行し、将来は学校以外が担う業務として整
理し得る」としている。役割分担を明確に
して教員の負担を減らす対応策を示してい
るが、部活動の指導が好きという教員が多
いのも現状である。また、各地の学校や教
育委員会も「働き方改革」に取り組み始め
た。横浜市では 2013 年に行った教職員向
けの業務実態調査（10）をきっかけに働き方
改革に本格的に取り組んだ。教員の約 9 割
が[仕事が忙しい]と感じており、とくに「調
査・報告」「会議・打ち合わせ」が負担に
なっていたため、①学校宛ての「調査・依
頼」を精査し、件数を激減させる、②学校
に提出を求める文書の形式・手続きを簡素
化する、③事務作業を補助する非常勤を学
校に配置する、④部活動を指導する外部人
材を派遣する、⑤効率的な情報共有ができ
るグループウエアを導入する、⑥ 8 月中旬
を学校閉庁日とし、市の研修などを行わな
い、などの取り組みを行い、教員の負担減
を図っている。
　さらに、文部科学省教育課程部会（第
95 回　平成 27 年 8 月）の資料（11）による
と、「社会に開かれた教育課程」を実現さ
せるという学習指導要領の理念のもと、「学
校とは、社会への準備段階であると同時
に、学校そのものが、生徒や教職員、保護
者、地域の人々などから構成される一つの
社会」であり、学校も含めた社会の中で
様々な人と関わり合いながら学ばせ、社会
的意識や積極性を持った生徒を育成する場
であるとしている。そして、生徒には「新
しい時代を切り拓いていくために必要な資
質・能力を育むためには、学校が社会や世
界と接点を持ち、多様な人々とつながりを
保ちながら学ぶことのできる、開かれた環
境となることが不可欠である」としている。
　学校は、これまでも「開かれた学校づく
り」のもと、コミュニティスクールや学校
評価委員会（呼称は各地で異なる）などの
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取り組みを通してさまざまな教育活動をし
てきた。その経験を生かし発展させること
が今後の課題であり、これからも社会の変
化やその兆しを見逃さず柔軟に対応してい
くことが重要である。その結果、教員の授
業の改善はもとより保護者や地域住民の提
案の反映など、多くの視点からの評価・改
善、いわば学校経営への参画が進むように
なり、個々の学校の創意工夫が十分に生か
されると期待できる。今後、実際に学校が
教育課程を編成していくためには、子供た
ちが学ぶことの意義を実感できる学習環境
の整備といった視点で、都道府県や区市町
村教育委員会の適切な支援と地域社会との
協働が重要となると言えよう。
　そして、文部科学省における「高等学校・
商業」の現行の学習指導要領の目標は、「商
業の各分野に関する基礎的・基本的な知識
と技術を習得させ、商業の意義や役割を理
解させるとともに、経営活動を主体的、合
理的に行い、経済社会の発展に寄与する能
力と態度を育てる。」となっている。
　商業科においては学習指導要領の円滑な
実施に向けて、学び（指導）のスタイルと
して、具体的な事例を取り上げ生徒に考察
や討論を行わせる指導、経済社会や実務に
目を向けさせる指導、ビジネスマナーやコ
ミュニケーション能力を向上させる指導、
ビジネスの場面を想定した指導、倫理観の
醸成や法令遵守の指導などが重視されてい
る。今後、「多様な他者と協働しながら創
造的に生きていくために必要な資質・能力
をどのようにとらえるか」や「子どもが自
ら課題を見つけて解決を図る主体的な学習
『アクティブ・ラーニング』などの新しい
指導方法はどうあるべきか」などを検討し、
各学校においてもその実態に応じた工夫が
必要であり、職業人として育成すべき資質・
能力として、豊かな人間性、問題解決能力、
勤労観、職業観、ビジネスマナー、コミュ
ニケーション能力、基礎的・基本的な知識・
技能、専門的な知識・技能、倫理観、経済
的・職業的自立等の育成等を目指してキャ
リア教育が一層推進されることで、ビジネ
ス教育の充実を図っていく必要がある。
　以上のような学習指導要領の改訂が目指
す教育目標や、新教育課程実施を取り巻く
今日の社会状況から、次のような課題を指
摘できるように思われる。①まず「どのよ
うに学ぶか」の視点に関わる「主体的・対
話的で深い学び」を商業教育の場でさらに
推進していくという課題。②「社会に開か
れた教育課程」を目指す今回の教育課程の
実施に際し、これまで以上に商業教育の現
場において地域社会との連携・協働が求め
られているという課題。③そして、前記の
二つの課題を推進していくためには教員の
多忙化の解消を推進していく教育行政側の
努力が不可欠であるという課題である。
　このような学習指導要領の改訂に伴う諸
課題に対し、今後高等学校における商業教
育はどのように変化していくべきか、とい
うことについて、本稿では、とくに上記の
①および②の課題に絞って検討したい。次
章では、今日導入・展開されている魅力あ
る商業教育の実践例から、今後の高校商業
教育のあり方を展望してみたい。
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3.　商業教育の現状
　生徒の実態について、学校基本調査等に
よる資料をもとに考察する。（12）商業に関
する学科設置学校数の推移では、2014 年
（平成 26）は、単独校 177 校、他学科併設
校 470 校合計 647 校である。2005 年（平
成 17）の 233 校、586 校、合計 819 校から
は約 21％の大幅減少である。わが国の年
間の出生数は、第２次ベビーブーム（1971
年～1974年）期には約200万人であったが、
それ以降毎年減少し続け、2012（平成 24）
年は、103 万 7,231 人となっている。2014
年（平成 26）の商業科生徒数は、206,605
人で高校生全体に占める割合は、6.2％で
あり、減少傾向が続いている。これは保護
者や生徒の高校への進学志望時点での普通
科志向や、商業高校入学者の多様化や進路
の多様化によることが大きな要因としてあ
げられる。就職希望者よりも大学進学希望
者のほうが多い商業高校も増えてきている
が、これは商業科が就業に直結するという
意味での職業高校としての役割を後退させ
ていることを示唆しているともいえる。産
業界からの大量の労働力の供給源が高校
卒、特に商業科に求められた時代、産業界
としては、すぐに使えるスキルを持つ若年
労働力を高校職業科に期待したが、近年で
は新規高卒者の就職問題の動きが強まり、
金融機関をはじめとして、大企業や中小優
良企業からの求人が大幅に減少し、低経済
成長の時代に入り事務処理や商業関係の技
術の高度化、企業経営の合理化が進む中で
商業高校への需要と社会的な関心は薄らい
でいったこと等が大きな要因として考えら
れる。職業教育機関として位置づけられて
きた商業科において、新卒時に就職しない
者が増加してきたということは、職業教育
としての商業教育および商業高校の存立要
件は大きく変化したといえよう。
　将来社会人になった時に役立つ資格を取
りたい、実践力を身に付けたいなどという
理由で高等学校商業科を志望する生徒が多
くいる反面、とくに私立学校の商業科では
不本意入学者も多く、中学校成績の下位の
生徒が恒常的に入学してくるようになって
いる傾向がみられる。その結果、学業不振
や学校生活不適応によって退学者がでてい
る現状がある中で、商業高校のマイナスの
印象が低迷の原因となっているといえよう。
　東京都教育委員会では、時代に即した人
材を育成していこうと、都立商業高校の改
革に乗り出している。2018 年度（平成 30）
から商業科などすべての科の名称を「ビジ
ネス科」に変更するとしている。現在の商
業高校の授業は、簿記などの資格を取得す
るためのカリキュラムが中心だが、産業構
造の変化などで、かつては事務職が多かっ
た就職先が多様化して、「商業」のイメー
ジが将来性と重ならずに敬遠される傾向が
あった。2017 年（平成 29）の都立高校の
入試でも、商業科の倍率は全日制で最も低
い 1.14 倍だった。この傾向は全国的なもの
であり、「商業科」の募集停止や科の名称の
変更、さらには商業高等学校の校名変更と、
商業科離れに一層の拍車がかかっている。
　同じく学校基本調査等による資料から、
卒業後の進路に関する商業科の現状（高校
生全体の視点も入れつつ）を表 1 ～表 6 に
示した。
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表 1　高校卒業後の状況
表 2　商業に関する学科卒業者の進路状況の推移
表 6　卒業生の進路（2013 年 3月全商会員校で商業関係科目を履修し卒業した生徒対象）
表 3　商業に関する学科卒業者の職業別就職状況（2014 年 3月卒）
表 4　事務従事者の学科別割合（2014 年 3月卒）
表 5　販売従事者の学科別割合（2014 年 3月卒）
2014 年 3 月卒 1998 年 3 月卒
大学短大 53.9％ 42.5％
専門学校 17.0％ 16.4％
就職者 17.5％ 22.7％
その他 5.7％ 7.9％
2014 年 3 月卒 2010 年 3 月卒 2008 年 3 月卒 1999 年 3 月卒 1989 年 3 月卒
就職 41.9％ 36.8％ 43.9％ 46.2％ 74.0％
専門学校 28.0％ 27.8％ 24.5％ 24.0％ 14.1％
大学短大 25.5％ 28.6％ 25.9％ 18.3％ 8.4％
就職　39.8％ （職種別：事務 26.1％　生産工程 23.8％　サービス 18.0％　販売 13.9％　
専門技術 5.3％　公務員 4.3％　その他 8.6％）
進学　54.5％ （校種別：大学 35.4％　短期大学 11.7％　専門学校 52.6％　留学　0.3％）
（入試形態：推薦 71.4％　ＡＯ 19.7％　一般 8.9％）
その他　5.7％
事　務　29.9％ サービス　18.9％ 販　売　14.7％ 専門・技術　2.7％
その他　33.8％
商業に関する学科　50.2％ 普通科　29.4％ 商業を除く専門学科・総合学科　20.4％
商業に関する学科　24.2％ 普通科　43.5％ 商業を除く専門学科・総合学科　32.3％
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　表 1 から、進路については、就職志望者
が減少し、進学志望者が増加しているこ
とが分かるが、その背景としては、生徒や
保護者の高学歴志望の高まりや高校卒業者
の就職が大変厳しくなっているという現状
があろう。しかし、その一方で、大学進学
後に就職するよりも、商業高校を卒業して
直ちに就職する方が希望する企業に就職し
やすいという声も聞かれる。就職者の割合
は、ここ 10 年ほぼ横ばいであり、2010 年
（平成 22）3 月卒業者以降は上昇している。
採用後の待遇に関しては、学歴を問わない
という企業も増えてきている。就職者の割
合は、その時々の経済状況に大きく影響さ
れ、経済状況が良い時は上昇する傾向にあ
るが、見方によっては、潜在的な就職希望
者は実際の就職者よりも多いと考えること
もできよう。商業科就職者の職種が製造業、
商業・飲食業、サービス業の 3 分野である
ことは以前から変わりはないが、商業科で
学んだ知識やスキルに直結する事務職や経
理関係の職種が 1970 年代には 6 割を超え
ていたが、近年では 3 割程度にまで落ちて
いる（表 3）。
　表には示されていないが、進学状況につ
いて、高等学校産業教育担当指導主事連絡
協議会聴取資料によると（13）、4 年制進学
者のうち、商学、経済、経営、法律など高
等学校での商業の学びがつながっていく学
科に進学した者は 63.7％となっており、高
等学校での学びを生かしてそれを更に深め
ようという目的意識を持って進学している
者が多い状況である。このことから、今日
の商業教育は就職する生徒の指導のみでは
十分な機能を果たしているとは言えない状
況であることがわかる。入試形態について
は、国公立の 4 四年制大学進学者のうち
10.1％が一般入試、私立の 4 年制大学進学
者のうち 7.8％が一般入試により進学して
おり、多くの生徒は推薦・ＡＯ入試で進学
している（表 6 参照）。進学者への進路指
導の取り組みとして検定試験の取得に力を
入れている高校は多い。商業科生徒の大学・
短大への進学の際、推薦入試等における校
内選抜のため、また大学の推薦入試とＡＯ
入試の指標としての意味も大きくなり、全
国の国公立大学、私立大学の商学部・経済
学部・経営学部の入試制度を調査し、それ
ぞれの大学に合格するために必要な資格の
取得を徹底的に強化する。そして、課外授
業として早朝や放課後の講習や補習などを
行うことによって合格率をあげる取り組み
が多くの商業高校で行われている。高校進
学時にはそれほど多くなかった進学希望者
が検定試験に合格することによって学習意
欲が高まり、実践的な学習を通して興味関
心が深まったことにより増えていくようで
ある。
　以上の検討から、昨今の社会状況の変化
のなかで商業高校進学者の意識と彼らの進
路選択の状況も変化してきていることが明
らかになった。今後の高等学校商業教育に
おいては、そうした現実を踏まえて、2016
年（平成 28）の全国商業高等学校長協会『学
習指導要領改訂への提言』において示され
るところの「グローバル化、高度情報化、
サービス経済化、知識基盤社会への対応、
地域創生、社会貢献、起業家精神などの人
材育成の視点により、これからの時代の変
化に対応するビジネス教育」（14）という課
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題を見据えた対応が必要であろう。そこで、
次章では、このような課題を検討するうえ
で大きな示唆を与えてくれる魅力的な教育
活動の状況を見ていくことにする。
4.　魅力ある商業教育の推進
　商業高校ではさまざまなビジネスの体験
授業が行われている。それは、単に会計・
簿記といった事務能力を学ぶだけでなく、
ビジネス（商業）の現場を知って実践力を
つけることを狙いとしている。地域経済が
衰退していると言われているなか、地元産
業の中核を担う人材育成の期待がその背景
にある。商業高校の卒業生の就職先は地元
企業が多い。
　全国商業高等学校長協会が 2016 年（平
成 28）10 月にまとめた全国の商業高校
100 校のアンケートによると、平成 27 年
3 月の卒業後に就職した生徒のうち高校の
所在地と同じ都道府県で就職した生徒が
79.4％だった。地域別にみると北海道では
98％を超えており、中部地方も 9 割以上と
高水準だった。大都市圏で就職する若者が
多いなかで商業高校の卒業生は地域産業を
支える人材になっているようである。
　近年では「文化祭」や「課題研究」の授
業において地元商店街と協力して商品開発
をし、製造したものを実際に商品として販
売する商業高校も増えてきている。その目
的と内容は、①授業の中で「地域に役立つ
企画は何か」を生徒に考えさせ、生徒は話
し合いの中で意見交換を行い、取り組む方
向性を考える。②授業で生徒が学習する内
容を検討し、その授業では「企画書の作成」
「先行事例やその成果の検討」「アンケート
の計画と実施・集約」「プロモーションの
重要性」「交渉力を高める応対実習」など、
企画を実施するうえで必要であると思われ
るものをあらかじめ予想し、それぞれの場
面に振り分けて計画する。③生徒は「商店
街の活性化」についてアイデアを出し、生
徒の企画に対して校内の生徒がどのように
考えているか関係者の意見を調査し、同時
に街頭アンケートを実施する、というもの
である。生徒は、他者の意見を集める難し
さを経験するとともに、仕入れや集客、販
売、決算等一連の営業活動を経験すること
によって、地元地域で市場調査や交渉を経
験し、コミュニケーション能力、課題解決
能力を高めている。さらに、これらの実践
により、交渉力の大切さ、販売・接客の姿
勢、立ち振る舞いなどを学びそれぞれの役
割を理解することができる。生徒は地域貢
献策を授業の中で考え、課題を解決し、実
社会に興味をもち自分の考え・目標を明確
にすることができるのである。
　学習指導要領の趣旨を実現するための
ディベートを取り入れた指導を研究してい
る商業高校もある。ディベートを通して、
他者の考えを聞き、自ら考えたことを表現
する主体的な学習に取り組む姿勢と課題発
見能力、さらには収集した情報の分析や事
の善悪、是非を判断できる能力を身に付け
させようというのである。また、知識構成
型ジグソー法を活用し、共有された課題に
ついて自分の考えを相手に説明したり、相
手の考えを聞いたりしながら、自分の考え
を比較・吟味・修正して、より質の高い課
題研究能力を身に付けさせることも考えら
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れている。こうした方法により、生徒一人
一人が積極的に授業に参加し、主体的・協
働的に学ぼうとする意欲や態度が身に付
き、他者とのコミュニケーションを通じて
学びを深め、新たな知識を探求していくこ
とが楽しいと感じることを確認できるよう
になったという研究事例もある。このよう
な授業や実践的な教育活動を通じ今後も継
続進化し、さらにグローバルな人材を育成
していく必要があるといえよう。
　全国高等学校生徒商業研究発表大会にお
いては、毎年各校が特色ある研究発表を
行っている。大会当日のプレゼンテーショ
ンは、生徒たちが直前まで熱心に練習し、
非常に分かりやすく解説されている。学校
関係者をはじめ応援の生徒、保護者等の見
学もあり、会場内は熱気に包まれている。
見学した生徒たちも、各学校の発表に刺激
を受けさらなる発展へとつながる。研究報
告書は日ごろの研究内容を深くまとめて作
成してあり全国大会のレベルの高さが実感
できるものである。研究発表の多くは、例
年「商品開発」や「地域活性化」に関する
ものであるが、2015 年（平成 27）には「イ
ンバウンド観光」について研究した学校も
あった。2015 年（平成 27）の訪日外国人
観光客は 1,974 万人であり、2013 年の 1,036
万人から2年間でおよそ2倍になっており、
驚異的な伸び率であることがわかる。旅行
消費額も 2014 年（平成 26）に比べて、お
よそ１兆 4,000 万円も増えていて、１日当
たり約 40 億円の収入増となっている。生
徒はここに着目し、地元に訪日外国人観光
客を誘致する企画を考え、実践した。この
大きな経済効果を獲得していくために、学
校全体でインバウンド観光に取り組み、外
国人に喜ばれる観光のあり方、お土産の商
品開発等に取り組む学習をしている。失敗
から学ぶことも大切であり商業高校ならで
はの取り組みにより貴重な経験をしてい
る。
　授業や商業系の部活動の取り組みでは、
商業の各種競技会への参加が積極的に行わ
れている。英語スピーチコンテスト、簿記
コンクール、珠算・電卓大会、情報処理競
技大会、ワープロ競技大会などにおいて大
会で勝ち抜くために日々厳しい練習を積み
重ねて力をつけ、生徒の学習意欲向上、ま
た教員の指導力向上に大きく役立ってい
る。地域を支える人材が求められている今
日、地域を救えるのは商業を学んでいる生
徒であり、地域からの期待は大きいもので
ある。生徒は学んでいる商業教育の素晴ら
しさを再度認識して自信と誇りを持って欲
しいものである。
　このように、全国各地で展開されている
商業高等学校での各種の新しい実践の試み
は、新指導要領の目指す「主体的・対話的
で深い学び」の実践であるとともに、地域
社会に根差した「社会に開かれた教育課程」
の展開といえるであろう。今後の高等学校
商業教育は、このような各種の新しい実践
に学びながら、発展を図っていくことが求
められているのである。
おわりに
　商業教育について、その誕生から現代に
至るまでの歩みを辿るとともに、改訂され
た新学習指導要領をもとに、文部科学省の
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求める商業教育とはどのようなものである
のかを考察してきた。その詳細については
すでに述べてきたところであるので省略す
るが、今後の問題としては、新学習指導要
領にどのように学校現場が対応していくの
か、また働き方改革をいかに現実のものと
していくのかが問われているといえよう。
そして、教育に携わる者は、教育の現状や
課題を踏まえて魅力ある商業教育とは何か
を常に意識しながら、長い歴史のある商業
教育をさらに発展させるべく日々研修を積
んでいかねばならない。
　商業高等学校を今後どのように変革して
いくのか、また更なる発展のためにはどの
ようなことが求められているのかを考える
うえで、商業に関する科目編成の検討は避
けて通れない問題であるが、これについて
は今後の課題としたい。
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